
　 気候変動対応はお客さ ま や地域およ び当金庫に影響を 及ぼす経営の重要課題

で ある と 認識し て おり ま す。 当金庫は20 2 2年4 月にTCFD（ 注）に賛同を 表明し 、

地域のお客さ ま に向け、 TCFDで提言さ れている「 ガバナン ス 」「 戦略」「 リ スク

管理」「 指標と 目標」の枠組みに沿っ て、 気候変動に対する 情報開示に努めてま

いり ます。

◦  経営企画部内に「 ESG推進グループ」を 設置し 、 サステナビ リ ティ 課題に対する 取り 組みを 強化し ており ます。

◦  金庫内の取組内容や進捗状況は役員会等で審議・ 報告を 行う こ と によ り 、 実効性を 高める 態勢と し ており ます。

◦  気候変動への対応を 組織横断的に協議する ための態勢を 整備し てまいり ます。

1 . カ ーボンニュ ート ラ ルに対する取り 組み

　 当地域の主要産業である 自動車業界では特に、 カ ーボン ニュ ート ラ ル（ 以下、 CN）や電動化への対応が求めら れており 、 以下

の項目が今後の事業活動に大き く 影響する 課題である と 認識し ており ます。

CNへの対応
CO₂の排出規制などの政策や規制強化によっ て、 受注条件が厳し く なるなど、 お客さ まの事業

がネガティ ブな影響を受ける可能性

電動化への対応 電気自動車の普及によっ て自動車の構成部品が変化し 、 お客さ まの受注が影響を受ける可能性

　 そこ で当金庫では、 お客さ まのCNへの移行を ご支援する 金融商品・ ソ リ ュ ーショ ン など を 提供し ており ま す。 今後も 、 お客

さ まと のコ ミ ュ ニケーショ ン を 通じ 、 課題の解決に向けた取り 組みを 進めてまいり ます。

◦ お客さ まのCN 対応をご支援

　 CN対応に関する お客さ ま の課題について、「 知る 」「 測る 」「 減ら す」のステ ッ プ に沿っ て、 提携先

の紹介によ る 課題解決のご支援を 推進し ており ます。

〈 紹介可能なサービ スの例〉
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◦ 地域社会と の連携

　 地域の自治体等と も 連携し 、 課題解決に対する 取り 組みを 展開する こ と によ り 、 持続可能な地域

社会の実現に貢献いたし ます。

当金庫が率先し てG Xに取り 組むこ と で、 お客さ ま・ 地域と 一体と

なっ て、 持続可能な地域の実現を目指し ます

へきし んのG X

ガ バナン ス

戦略

◦ 令和5 年度省エネルギー設備投資に係る利子補給金制度・「 地域脱炭素融資促進利子補給事業」制度の取り 扱い

　 本制度は、 省エネルギー設備投資等の融資利息の一部が補給さ れるも ので 、 令和4年度に続き 、 当金庫が指定金融機関と し て

採択さ れまし た。
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プラ ッ ト フ ォ ームへの参画

　 環境省「 地域ぐ る みでの脱炭素経営支援体制構築モデル事業」並びに愛知県「 あいち 脱

炭素経営支援プラ ッ ト フ ォ ーム」に参画し 、 地域のお客さ まへの省エネ診断支援や脱炭

素に関する 資格取得支援を 行いまし た。

※サステナブルフ ァ イ ナンスと は…持続可能な社会を実現するための資金供給のこ と 。 SDGsやESG関連の取り 組みを支援する投融資を含みます。

（ 注） TCFD（ Task Force on Climate-related Financial D isclosuresの略）

主要国の中央銀行・ 金融監督局等が参加する国際組織「 金融安定理事会」によっ て設立。 気候変動による財務上

の影響を分析・ 開示するこ と を 推奨し ています。

◦  気候変動リ スク が当金庫の事業・ 財務に大き な影響を 及ぼす可能性がある こ と を 認識し ており ます。

◦  環境や社会に影響を 与える 投融資について留意し てまいり ます。

◦  気候変動リ スク は既存の各種リ スク を 増幅さ せる と いう 点を 考慮し、 統合的リ スク 管理の枠組みにおける 管理態勢の構築を 検

討し てまいり ます。

　 CO₂排出量においては、 2 023 年度には20 13

年度比31 .4％削減する こ と ができ まし た。

◦ CO ₂排出量削減目標

◦ 金庫をあげた省エネ運動「 へき し んカ ーボンニュ ート ラ ルチャ レ ンジ2 0 30 」を実施

　 CO₂排出量削減目標達成に向け、「 電気」「 ガス」「 ガソ リ ン」使用量の前年度比1％削減及び各部・ 各店が個別活動目標を 設定し 、

全職員一人ひと り が日常業務における 省エネ行動を するこ と で、 CO₂排出量の削減に取り 組んでおり ます。

※Scope1： ガス、 ガソ リ ン等の燃焼による 当金庫の直接排出　 Scope2： 電気等の使用による間接排出

※本部・ 事務センタ ーにおける ガソ リ ン の使用によるCO2排出量は2021年度より 含めています。

2 . 炭素関連資産の状況

　 当地域はも のづく り が盛んであり 、 製造業者が多い地域です。 そのため、 炭素関連資産のう ち「 素材・ 建築物」の割合が大き い傾

向があり ます。 お客さ まのCNへの対応をご支援するこ と で、気候変動への対応と 更なる地域の活性化の両立を目指し てまいり ます。

　 炭素関連資産と は、 一般的に温室効果ガスの排出量が比較的高いと さ れる 業種に対する 当金庫の与信残高のこ と です。

（ 当金庫の与信残高全体に占める炭素関連資産の割合） 2024年3月末時点

セク タ ー エネルギー 運輸 素材・ 建築物 農業・ 食料・ 林産物

割合 0.4 ％ 7.8％ 24 .1％ 1 .6 ％

「 エネルギー」石油・ ガス、 石炭、 電力／「 運輸」空運、 海運、 陸運、 自動車

「 素材・ 建築物」金属・ 鉱業、 化学、 建材、 資本財、 不動産管理・ 開発／「 農業・ 食料・ 林産物」飲料・ 食品、 農業、 製紙・ 林業

※TCFDでは炭素関連資産のセク タ ーを GICS（ 世界産業分類基準）によっ て4つのセク タ ーに分類するこ と を 推奨し ています。 当金庫の与信残高に占める

炭素関連資産の割合においては、 GICSをベースに当金庫の業種分類と 対応さ せ算出し ています。

〈 削減に向けた取り 組み〉

 継続的な省エネ活動

 CO₂フ リ ー電力の活用（ 20 22年度よ り

本店・ 本部ビルに導入済み）

 店舗のLED化等

2 0 5 0 年カ ーボンニュ ート ラ ル達成に向け、

2 0 3 0 年度までにC O ₂排出量（ S c o p e 1 、 S c o p e 2 ）を 2 0 1 3 年度比5 0 ％削減し ます

 2 0 3 0 年度までのサステナブルフ ァ イ ナン ス実行目標は1 ,5 0 0 億円と いたし ます
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累計実行額（ 2024年3月末実績）

サステナブルフ ァ イ ナンス 36,173百万円

う ち環境分野 17,024百万円

リ スク 管理
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◦ サステナブルフ ァ イ ナンスの目標と 実績


